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　最も貧しい国々において,  武力紛争が多発,  慢性化し,  同時に,  そこで顕著な環境破壊が進んでいる.  その状況は,  人間開発指標（UNDP）, 環境リスク総合指標（WRI,UNEP,UNDP,WB）及び紛争データ（Uppasala Univ, SIPRI）などを用いた分析からも窺い知ることができる.  

　貧困,  環境破壊と武力紛争の三つの困難が顕在化している社会においては,  これらの困難が相互に影響を与え合い,  更に脆弱な社会構造が生み出されるという悪循環が見られる.  この悪循環を断ち,  あるいは予防するためには,  環境,  平和と開発という理念を包摂する総合的な枠組みのもとに国際協力を再定義することが急務となっている.  
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１．序
(1) 背景
　今,  二つの千年紀の節目にあって極めて憂慮すべき現象がある.  最も貧しい国々において,  武力紛争が多発,  慢性化し,  同時に,  そこで顕著な環境破壊が進んでいる.  図-1に示すとおり,  石弘之（1988）が「生態系の崩壊ベルト」と呼んだ地帯,  すなわち,  アフリカ・サヘル地方から東アフリカ高地,  中米からアンデス一帯,  アフガニスタン,  パキスタンからバングラデシュに至る地帯,  インドシナからU字カーブを描いてフィリピンに至る地帯
は,  同時に貧困と武力紛争が蔓延する地帯でもある.  
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これに対して,  政府開発援助（ODA）
等の国際協力の分野において,  前世紀末以来,  開発と環境の両立を目指す「持続可能な開発」,  人間生活の危機に対する幅広い保障を対象領域に取り込んだ「人間の安全保障」,  社会構造の変革にまで踏み込んだ「民主化・ガバナンス支援」などの新しい理念に基づいて,  協力の枠組みを拡充しようとする試みがなされてきた.  これらに共通する点は二つある.  一つは,  「人間中心主義への回帰」である.  経済成長や国家の安全保障など,  個人の幸せを生み出すためのそれぞれの「手段」に特化して取り組むのではなく,  本来の目的である「人間存在自体」を再び中心に据え直そうとしている点である.  いま一つは,  「専門領域ごとの縦割り構造の超克」である.  開発,  平和,  環境,  人権など,  旧来,  それぞれの専門家によって別々に扱われてきた諸課題間の関係に着目して包括的に対処しようとしている点である.  

社会全体の仕組みが複雑さを増し,  細分化された専門領域において高度な知見が益々求められてきている現代において,  個々の人間を中心に据え,  かつその幅広い全人格的要請に対して総合的に応えようとするアプローチ,  あるいは人間の幸せに関する全体観（Holism）を取り戻そうとするアプローチは果たして有効であろうか.  具体的にどのようなものなのか.  従来のアプローチよりもどのような点で優れているのか.  人間開発,  持続可能な開発,  人間の安全保障,  グッドガバナンス,  参加型開発,  能力構築（Capacity Building）,  等々,  雨後の筍のように競って生成する概念の定義やアプローチの異同に関する議論に翻弄され精力を使い果たすことなくして実践的な認識と行動の枠組みを定立することは可能なのか.  

本稿は,  著者自らが国際協力の実務者として長年抱いてきた,  これらの素朴な疑問を踏まえ,  新しい国際協力のあり方を問う,  という問題意識に端を発している.  
(2) テーマの設定
　本稿は,  「国際協力の実践」と「既往の各種専門領域を越えた学問研究の促進」という二つの観点から,  「開発」,  「平和」及び「環境」の三つに関し,  総合的に取り組むことの意義とその実践可能性の検討に資すべく,  特に,  多様な人々の間でも共有可能な「認識の枠組み構築」に貢献することに焦点を絞る.  

　以下において,  開発,  環境,  平和に関する認識の深化,  貧困,  環境破壊,  武力紛争の悪循環,  総合的な取り組みの順に論じ,  最後に,  これらを踏まえた今後の国際協力のあり方について考察する.  
２．開発,  環境,  平和に関する認識の深化
1996年5月,  DAC第34回上級会合で採択された「新開発戦略」は,  「2015年までに極端な貧困の下で生活している人々の割合を半分に削減する」という目標を掲げたが,  2000年の国連社会開発特別総会でこれが国際社会共通の目標となった.  構造主義,  新古典派,  改良主義,  従属論,  新制度派から持続的開発や潜在能力アプローチなどに至る開発経済のパラダイムにおいて,  「開発」は,  常に貧困問題解決の手段として中心に位置し続けてきた（Yapa1996,  絵所1997）.  他方,  誤った開発が不平等を促進し貧しい人々をより窮地に追いやるという批判（Trachen1985）,  貧困を緩和するという名目で行われる開発が,  実際は社会的強者のためのものでありその過程で貧困を作り出すという欺瞞に対する批判（Halweil,2000）,  ポスト・モダン的視座から,  開発という行為自体が貧困を生み出すという批判（Yapa,1996）もある.  これらは,  「開発とは,  貧困撲滅を主な目的とすべきものである」という当為を是認し,  あるいは少なくとも「開発とは,  貧困撲滅を主な目的として標榜しているものである」という認識の定着を示している.  

貧困という概念に関しては,  物質的な欠乏に着目したものとして,  食糧,  所得,  消費及びこれらを総合して人間の基本的な物質的ニーズ（衣食住）の充足度から貧困を定義しようとする試みがあり（Lanjouw,1997, Lipton,1996, Ravallion,1994）,  社会的な要素の欠乏に着目したものとして,  社会参加の機会や潜在的能力の発揮,  選択の幅などから貧困を定義しようとする試みもある（Rodgers,1995, Sen,1984, Townsend,1979）.  セン（Sen, A.K.）の強い影響を受け,  ハク（Mabub ul Haq）を特別顧問とするUNDPチームによる人間開発報告書（1990年創刊）は,  開発実務における貧困概念の拡大を決定づけた.  「人間開発報告書1997」は,  「人間の貧困は所得面の貧困以上の問題である.  それは我慢しうるまずますの生活を営むために必要な選択の幅と機会が与えられないということである」とし,  「人間の選択の幅を広げ,  達成できる福利の水準を引き上げるプロセスが,  人間開発の概念の中核である」と主張した.  そして,  貧困が人間生活のあらゆる領域と関係づけられるに及んで,  貧困撲滅を目的とする開発という営みにおいてなすべきことが多様な領域において存在するという認識が生まれた.  

環境問題は文明の黎明とともに始まったが,  20世紀は,  「人類の活動が自然環境に持続不可能な重荷を負わせた世紀」（マコーミック,1998）となった.  1972年のストックホルムにおける国連人間環境会から1992年のリオデジャネイロにおける国連開発会議（地球サミット）を経て気候変動枠組み条約に関する一連の国際会議に至るプロセスは,  全地球市民の生活様式の再検討を迫り,  更に,  環境問題を貧困と開発,  更に安全保障の問題に結びつけて捉え直そうとした,  という点で環境問題に対する人類全体の認識の深まりと拡がりを示している.  
現代の武力紛争に見られる主な特徴としては,  第一に,  武力紛争（Armed Conflict
）の多くが国家間の戦争ではなく（Uppasala,2000）,  特に国家の体制が脆弱な途上国地域の問題が武力紛争（ゲリラ,  テロを含む暴力の行使）のかたちで表出してきているという点であり,  第二に,  非戦闘員たる市民が被害者の大部分を占め,  社会的弱者の被害が顕著になってきているという点（IDEA1998）
である.  現代の武力紛争に関しては,  外交や政治の延長という側面に加えて,  それが人々の暮らしにどのような影響を与えるかという側面に対して一層の注目が集まるようになってきた.  ブラント（Brandt,1997）,  アダムとブラッドベリー（Adams & Bradbury,1995）,  ダフィールド（Duffield,1994）らは,  冷戦構造崩壊後,  途上国において顕在化している紛争の多くを,  「複合的な人道上の危機」（CHEs：Complex Humanitarian Emergencies
）あるいは「被災住民の自律的な回復能力が期待できない（混乱）状態
」という概念を用いて捉えようと試みている.  1979年以来のアフガニスタンや1991年以来のソマリアはその典型である.  CHEsは,  貧困や自然環境の悪化などの種々の要因を含む多面的な様相を持つ.  前世紀後半の途上国地域における難民等の大量発生
の原因について,  政府の圧制か,  武力紛争か,  環境破壊か,  飢饉かを峻別するのは不可能である（Timberlake,1985）.  これに対処するには,  軍隊や警察力のみでは不十分であり,  複雑に絡み合った諸要因に対する総合的な対処が必要とされている.  
ガルトゥング（1991）は,  暴力の拡大概念から平和の拡大概念を導出することを試み,  「構造的暴力」という概念を導入したが,  これは,  ブラントらによる武力紛争に対する認識の深化と対応している.  ガルトゥングは,  「ある人に対して影響力が行使された結果,  その人が現実に肉体的精神的に実現し得たものが,  その人の持つ潜在的実現可能性を下回った場合,  そこには暴力が存在する」として,  これらの状況をもたらす種々の社会的不正義を「構造的暴力」と呼び,  物理的直接的暴力の不在を「消極的平和」,  構造的暴力までを含めた暴力の不在を「積極的平和」と定義した.  「積極的平和」を実現するためには,  単に武力の行使をやめさせる,  ということだけでは不十分であり,  武力紛争の原因や促進要因となっている貧困や環境破壊などを含む社会的不正義を是正するというところまで射程に入れる必要が生じてくる.  「複合的な人道上の危機」（CHEs）のような状態を生じさせている当該社会の構造そのものを立て直すことが必要となってくる.  

このように,  開発,  環境,  そして平和の三つの概念に対する認識は,  それぞれ前世紀末から急速に深化し,  人間存在に関わる基本的な要求として,  相互により一層密接なかたちで関係づけられてきている
.  

３．貧困,  環境破壊,  武力紛争の悪循環
(1)三つの問題状況の併存
貧困,  環境破壊,  武力紛争の併存に関して,  それぞれを表象する国別の指標（代替表象proxy）
を手掛かりにしてみる
.  貧困については,  UNDPの人間開発指数（HDI：Human development Index）を用いる
.  環境破壊に関しては,  世界資源研究所（WRI）,  UNEP,  UNDP及び世銀による途上国の相対評価
（本稿で「環境リスク総合指標」と仮称）を用いる.  武力紛争に関しては,  ウッパサーラ（Uppasala）大学,  スウェーデン国際平和研究所（SIPRI）などによる「紛争データプロジェクト」（The Conflict Data Project
）において1989年から97年の間に武力紛争
を経験した国（本稿で「武力紛争経験国」と仮称.  ）をカウントする.  要点をまとめると次のようになる.  

・最も貧しいとされる国のグループ（HDI下位国,  35ヶ国）において環境リスク総合指標が「高」と判定される国の出現率（74％）は,  上位・中位国（17%）の４倍以上である.  また,  下位国において環境リスク総合指標が「低」の国は存在しない.  

・HDI下位国における武力紛争経験国の出現率（60％）は,  上位・中位国（32％）の２倍,  先進国（17％）の４倍である.  下位国は武力紛争経験国と定義されなかった国でも,  実質的には武力紛争（あるいはこれに近いもの）に深く関わっている
.  
・貧困（HDI下位国）,  環境破壊（環境総合リスク指標が「高」）及び武力紛争（武力紛争経験国）の三つが併存している国（指標のないアフガニスタン,  ソマリア,  ルワンダ等を除く.  ）は,  シェラレオーネ,  ニジェール,  エティオピア,  ブルンディ,  マリ,  チャド,  ハイチ,  ナイジェリア,  トーゴ,  スーダン,  コンゴ民主共和国である.  その殆どは,  過去10年以上の長期において,  ほぼ慢性的に三つの問題状況が併存する状況（「複合的な人道上の危機」CHEs）にある.  

これらは,  貧困,  環境破壊及び武力紛争に関し,  ごく限られた一面を表わしているに過ぎない.  数値自体の確度についても留保が必要である.  しかし,  貧しい国においては,  そうでない国との比較において,  より高い確率で環境破壊と武力紛争が集中しているという傾向は看取できる.  

これらのデータは,  貧しく,  かつ武力紛争を経験している国ほど欠損しやすい.  HDIではアフガニスタン,  ソマリア,  リベリア等,  環境リスク総合指標に関してはアフガニスタン,  ソマリア,  ルワンダ,  ブータン,  タジキスタン等が欠落している.  武力紛争に関しては,  ブータンや中央アフリカなどは戦死者数が推定できないために武力紛争経験国と認定されていない.  また,  選定基準の近傍にある国,  例えば,  HDI下位国ではないが,  その近傍にあって下位国との差が僅かである国（インド,  コンゴ,  カンボディア,  パキスタン等）も選定基準に従って単純に分けている.  欠損データの補填やグラデーションについてより洗練された手法を用いたならば,  貧困,  環境破壊及び武力紛争の三者について更に顕著な併存状況が確認されるであろう. 

(2)社会の脆弱生と三つの問題状況の関わり
a)貧困と社会の脆弱性の関係

カンヴとスクワイアは,  貧困に内在する脆弱性の二つの側面として,  危険に晒されている状態（exposure）とこれに対して無防備な状態（defenselessness）を挙げた（Kanvu & Squire,1999）.  中西徹（1998）は,  ドレーゼとセンの貧困に関する議論（Dreze & Sen,1989）を踏まえ,  「途上国における貧困の本質は,  人々の『潜在的な能力』の開発と形成が阻害されている点にあり,  社会構造に内在する持続的かつ累積的な状況を生み出す罠にある.  それは,  一時的あるいは短期的な問題ではなく,  発展途上国固有の初期条件に依存した構造的なもの」（傍点筆者）であると論じている.  

国連が,  1999年から後発開発途上国（LDC）
の選定基準を見直すために始めた議論の中心は,  国の「脆弱性」に関するものであった.  その結果,  経済構造の多様性を示す指標（EDI）
に代えて,  農業生産の不安定性を含む５項目指標を合成した経済脆弱性指標（EVI）
が用いられることになった
.  論点は,  １）貧しい国における「構造的な脆弱性」（Structural vulnerability）を重視すべきである,  という点
と,  ２）脆弱性を表すものとして,  所得の不安定性（income volatility）では不十分であり,  気象変動,  自然災害に晒される危険度など自然環境や生命,  生活の安全確保に関する要素を加味しなければならない,  という点
であった.  

UNDP（2000）や世銀は,  1980-99年における災害（自然災害及び技術的災害）による死亡者総数を国別に算出しているが
,  これらによれば,  低所得国
において災害で死亡した人の数（百万人当たり
　553人）は,  先進国の場合（43人）の約14倍となっている.  

b)環境変化に対する脆弱性

　環境変化に対する脆弱性にも,  １）自然環境自体の脆弱性と,  ２）自然環境に対する依存度の高さの二つの側面がある.  

「自然環境自体の脆弱性」に関し,  途上国の多くは,  先進国より脆弱な自然環境にある.  熱帯やサヘルにおける薄い表土は,  ひとたび露出すると強い日照や激しい風雨により容易に失われる.  島嶼国やバングラデシュは,  半ば恒常的に台風や洪水の危機に晒されている.  

「社会の自然環境に対する依存」には,  生産面と消費面がある.  生産面では,  途上国の多くの人々が自然を相手にする第一次産業に依存し,  消費面では,  エネルギー源を身近な自然環境に依存している.  自然環境への依存度と貧困の関係を見るために,  在来燃料
への依存率（全エネルギー消費量に占める割合）（本稿で「在来燃料依存率」と仮称）を用い.  HDIグループ別の在来燃料依存率が50％を越える国の出現率
を見ると,  HDI下位国では90％であるのに対し,  中位国は19％,  上位国は0％となっている.  また,  一人当たりの利用可能水資源量を見ると,  HDI下位国（5,162  m3）は,  上位国（9,374  m3）の約半分程度に過ぎない.  

c)武力紛争に対する脆弱性

貧しい国ほど,  社会問題の解決プロセスに武力行使が容認される傾向がある,  あるいは,  武力紛争への転化が容易である,  と考えることは妥当であろうか.  武力の行使を教唆する者自身が貧しい者であることは少ない.  しかし,  貧しい社会ほど,  生存を賭けた,  やむなき選択として武力行使への参加を強いられることもある.  貧困と飢餓に対する恐怖から自分の子を軍隊やゲリラへ参加させることもある.  ルワンダのフツ族の場合,  「被抑圧者」としての自己認識とツチ族への敵意が,  「抑圧者に対して立ち上がれ」と説いた教会によって助長され,  更に自らが迫害を受けるかもしれないという恐怖の中で大虐殺を促進することになった
.  紛争の平和的解決機能を維持するためには,  それぞれの文化や伝統に則したかたちでの,  社会制度の安定,  公正さ,  あるいは,  それらを支える人材が不可欠であるが,  脆弱な基盤に依拠する貧しい社会（特に「貧困化する」社会）においてこれらの要件を満たすことは容易ではない.  

d)民主主義と貧困

セン（1999）は,  「今入手可能な比較研究を全部考慮しても,  経済成長と民主主義
の間に関連性はないという仮説は真偽がはっきりしない」としつつも,  「比較的自由なメディアを持つ独立民主国家の中に,  重大な飢饉が発生した国はいまだかつてない」と述べている.  彼は,  民主的でない国家における飢饉の例として,  スーダン,  北朝鮮,  エティオピア,  ソマリア,  1930年代のソ連,  大躍進失敗後の中国,  植民地体制下のアイルランドやインドを挙げている.  インドでは,  1947年の独立直前まで飢餓は頻繁に起こった（最後の飢饉は1943年のベンガル飢饉）が,  それ以降は大きな飢饉はなかった.  センは,  このような違いをもたらしたのは「政策環境の変化」であり,  「民主的な政治制度,  比較的自由なニュース・メディア,  野党の存在」であった,  としている
.  
政治的・市民的自由と貧困の関係はどうだろうか.  フリーダム・ハウス（Freedom House1999）の「自由化度」（Freedom Status）を,  HDI下位国とその他を比較したところ,  HDI下位国グループ内で「自由」な国
　の出現率が9％であったのに対し,  上位・中位国では49％,  先進国では100％という結果になった.  

トランスピアレンシー・インターナショナル（Transparency International）とゲッチンゲン（Gottingen）大学が作成した,  公的意思決定に係る腐敗の認知度について指標（CPI: Corruption Perceptions Index.  本稿で「腐敗認知指標」と仮称）
と武力紛争の関係を見ると,  腐敗認知指標が高いグループにおける武力紛争経験国の出現率が54％であるのに対し,  中位のグループでは26％,  低位のグループでは13％となっており,  腐敗認知度が高いグループにおいて武力紛争経験国が多いという傾向が見られる.  

民主主義は武力紛争への転化の歯止めとして有効であろうか.  「民主国家同士の戦争は起こらない」という議論（Russett1993）は,  鴨武彦が指摘している
とおり,  １）「なぜ民主国家が非民主国家に対して,  暴力的干渉,  介入,  戦争を行うのか」について理由付けがなされていないという点と２）国家間紛争のみを対象としており冷戦後顕在化している貧しい国における国内紛争が含まれていないという点で限界がある.  マンスフィールドとシュナイダー（Mansfield & Snyder 1995）
は民主主義が実現しているか否かという「状態」よりも民主化の「過程」に着目し,  その過程で政府の機能が弱められる可能性があること,  そしてこれを回避するためにその過程を「平和的に管理すること」（Peaceful Democratization）の重要性を指摘し,  貧しい国々は性急な民主化というインパクトに対して脆弱であることを示唆している.  

貧しい国は,  経済社会から自然環境に至る多様な側面において「脆弱性」という「構造的なハンディ」
を負っている.  

(3)悪循環の基本構造

ホーマー・ディクソンは,  環境的欠乏が武力紛争の原因となる場合もあるが両者の関係に決まったパターンはなく,  当該社会がおかれた多様な状況（contextual factors）
において理解すべきである,  としている（Homer-Dixon,1999）.  これは,  貧困,  環境破壊と武力紛争が併存している各国の個別の状況や,  イースター島ほか島嶼国における環境崩壊と貧困,  武力紛争,  江戸中期以降の我が国における経済発展と環境破壊,  ハイチとドミニカ共和国における開発と環境の問題と武力紛争の有無に関する対照的な状況の進展,  セネガルとモーリタニアにおける地域紛争と大規模開発,  ルワンダ,  カンボディアにおける長年の内戦等々,  種々の事例
を積み重ねた結果得られる認識として正しい.  また,  「現実のなかから自分の頭のなかの問題に適合する要素だけを選択的に切り取る
」ような辻褄合わせは排斥されなければならない.  

これらを意識しつつ,  問題状況の基本構造について整理してみる.  

・三つの問題状況の併存は,  当該社会が受けたインパクトをきっかけにして顕在化しているが,  同様のインパクトが危機に至る場合とそうでない場合がある.  インパクトを克服したり,  これに適応したりするために当該社会が有する資源・能力が試金石となっている.  

・インパクトが危機に至る場合,  特に貧しい国においてその危機は慢性化する.  そこでは,  貧困,  環境破壊,  武力紛争が,  相互に影響を与え合いつつ併存し輻輳し深化している.  

・危機が慢性化した状況では,  貧困,  環境破壊と武力紛争のそれぞれの問題状況がもたらす具体的な惨禍は複雑に交錯する.  いずれの問題状況が当該惨禍をもたらしたかを判別することは困難であることが多い.  このような事態は,  そもそも脆弱であった社会に対して悪影響を与え更に脆弱な社会へと転化させる.  三つの困難が更に深刻化していった結果,  究極的には,  激しい戦乱と大殺戮,  あるいは生態系の崩壊,  飢饉などによって,  国家の消滅,  更には社会自体の消失などに至る.  

このような現象を構成する要素を抽出すると,  次の四つになる（図-2参照）.  

①社会が受ける「インパクト」

②社会の「脆弱性」

③貧困,  環境破壊と武力紛争の三者の間に生じる「第一の悪循環」

④三者と社会の脆弱性の間に生じる「第二の悪循環」

　貧困,  環境破壊と武力紛争の三者の間に生じた「第一の悪循環」は,  当該社会を更に脆弱な社会にする.  インパクトに対してより脆弱となった社会は,  軽易なインパクトによって貧困,  環境破壊,  武力紛争の更なる悪循環を呼び込む.  「貧困,  環境破壊と武力紛争の三者」と「社会の脆弱性」の間に「第二の悪循環」が生じる.  「第二の悪循環」が進行する過程において,  社会の諸
【図-2】悪循環の基本構造
資源は,  悪循環によって深化する諸問題への受動的,  応急的な対処に振り向けざるを得ない
.  支配層や外部勢力によって収奪されてしまうこともある.  
　ルワンダ,  カンボディア,  アフガニスタン,  ソマリアは,  その典型である.  相次ぐ武力紛争と生態系の崩壊の中で国家は消失したか殆ど機能していない.  長い混乱の歴史において国や地域社会を支える人材は育成されることもなく大きく欠損してしまっているが,  これを回復するには,  更に長い年月が必要である.  

４．総合的な取り組み
(1) 悪循環の構造認識に基づく対処
貧しい国自身やその近隣国,  あるいは国際社会によるこれまでの努力は,  貧困,  環境破壊と武力紛争のそれぞれに関して,  応急的な措置をとることや,  個別的,  専門的に対処することが中心であった.  しかし,  これらは,  貧困,  環境破壊と武力紛争という複数の問題が相互に影響し合い,  輻輳する状況への対処としては十分ではない.  それぞれの問題について設定されてきた枠組みを越え,  複数の問題に苛まれている状況の全体構造の把握に基づいた総合的な取り組みが求められるが,  その際,  図-3に示すとおり,  前章で抽出した四つの基本要素に対して取り組むことが重要になる
.  

　・「インパクト」自体を消滅させ,  あるいは緩和する.  

　・「脆弱性」を克服してインパクトに対する「抵抗力」をつける.  

・貧困,  環境破壊と武力紛争の悪循環（「第一の悪循環」）を断ち切る.  

・三つの困難と「脆弱性」の間の「第二の悪循環」を防ぎ,  あるいは悪循環から脱するために「抵抗力」をつける.  


【図-3】悪循環の構造認識に基づく対処
(2)総合的な取り組みの方法論

上述の取り組みを効果的に進めるには,  次の四つのアプローチが有効である.  

第一に,  「開発と貧困」,  「環境」と「平和と武力紛争」の三つの関係を包み込むような「包括的な枠組み」を構築することである.  三つの困難が顕在化し,  あるいはその危険がある状況では,  これらを,  特定の視点のみからではなく可能な限り総合的に把握することが重要となる.  

第二に,  他の課題への「配慮,  悪影響の回避」である.  開発,  環境,  平和の３者からなる枠組みに即して言えば,  一つの課題への取り組みに際して,  他の二つの課題に対して少なく悪影響を与えないように配慮することである.  例えば,  開発に際し従来からの環境への配慮に加え,  「平和への影響の配慮」を徹底し,  そこで顕在化している紛争の原因あるいは潜在している紛争の火種を認識し,  当該開発がそれらに与えうる影響について事前評価を行っていく必要がある.  

第三に,  開発,  環境と平和に関する種々の取り組みの「シナジー効果
」を追求することである.  貧困,  環境破壊と武力紛争が密接に関係している状況では,  「シナジー効果」を追求すべく,  いくつかの手段を組み合わせて用いることが効果的である.  環境生態系が脆弱な構造を有する貧しい国で,  貧困対策と環境保全と社会の安定化といった政策目標に対してそれぞれ連携なく個別に施策を実行するよりも,  これらの施策の相乗効果を極大化すべくオプションを選定した方が,  同じ投入でもより高い効果が期待できる.  貧困層が生計を依存している森林などの再生可能資源の保全と彼ら地域住民による持続的管理,  そこにおける不当な囲い込みや資源収奪を抑止する政策の策定・実施,  更に資源利用を巡る紛争の平和的解決のための制度構築などを相互に連携して総合的に進めるというようなパーケージによって「シナジー効果」が期待される.  
第四に,  種々の問題に共通して効果を発揮するような取り組み（「共通の部分への取り組み」）を優先的に行うことである.  複数の課題に対する取り組みにおいて共通の部分がある場合,  その共通部分に対して優先的に資源を投入することが,  諸課題の同時並行的改善に効果を発揮する.  「政府介入の失敗」よりも「政府の不在による失敗」が顕著な最貧国にあっては,  政府の能力を強化することを通じて当該国,  社会の抵抗力を増すことが,  開発,  平和と環境の三つの課題のいずれにとっても有効である.  長い内戦を経たルワンダ,  カンボディア,  エル・サルヴァドル,  ニカラグア,  モザンビークのような国々において,  また,  ソマリア,  シェラレオーネ,  コンゴ民主共和国,  アフガニスタンなどにおいて近い将来本格化しなければならないと予想される平和構築と戦後復興の取り組みにおいて,  「共通の取り組み」は欠かすことができない.  紛争の平和的解決機能を強化すること,  環境保全のための制度を構築すること,  貧しく弱い人々の人権を守りつつ均衡のとれた社会発展を目指すこと,  これらのいずれも,  政府の能力強化なくして実現しない.  

しかし,  これらを実践するためには,  １）複数の専門領域を如何にして連結させ,  活用していくかという課題,  ２）異なる性格の成果をどのようにして横断的に比較するか,  などの課題がある.  
「社会」を「人」に例え,  「貧困,  環境破壊と武力紛争」を「病」に例えてみる.  相乗する複数の「病と人」の関係を解き明かすことは容易ではない.  しかし,  これらの「病」に打ち勝つために,  「人」の抵抗力なり治癒力を高めることは,  複数の「病」に対する「共通の処方箋」あるいは「予防策
」として重要であることは疑いない.  

５．結論：新たな国際協力に向けて
　
(1)国際社会の責務

三つの困難への対処は,  当該社会の努力のみでは不可能である.  三つの困難が顕在化している国,  あるいは潜在的な危険に曝されている社会は,  当該社会を三つの困難から守ることができるような「抵抗力」をつけることにより一層の精力を傾注すべきであるが,  他方で,  三つの困難がもたらす危機的状況に対して応急的に対処するために自らの力の大半を費やさざるを得ない状況にある.  これは,  先進国が自らの経済社会発展の過程でなし得たことよりも遙かに難しい.  三つの困難に直面する途上国の現状は多様であるが,  困難を顕在化させている問題の構造が当該途上国の内部で完結しているものはほとんどない.  歴史的にも今日においても,  先進国を含む国際社会や周辺国が,  当該途上国における「社会の脆弱性」を作り出すことに大きな影響を与えている.  途上国におけるこれらの問題は,  国際社会全体が抱える「病」の縮図である.  途上国国内の民族対立や社会の分極化に対して植民地時代の統治政策や東西冷戦構造が長期にわたって影響を与え続けた.  先進国による途上国に対する公害の輸出や途上国における環境資源の収奪も途上国の自然環境をより一層脆弱なものにしている.  途上国に対する大量の武器の売却や抗争への介入は,  武力紛争や組織暴力に対して脆弱な社会を作り出す要因にもなっている.  先進国における麻薬の需要は途上国の経済社会を歪めている.  

　途上国における三つの困難に対して国際社会が果たすべき役割は,  あくまでも当該途上国の自助努力を補完するものであるが,  途上国による自助努力の限界と国際社会が当該途上国に対して及ぼしてきた影響の大きさに鑑みると,  国際社会が果たすべき役割は非常に大きい.  その役割は,  「困窮する人々に対する人道主義」や,  「主権国家間の短期的な利害得失に基づく相互依存の認識」などの動機に依拠するだけでは不十分である.  人類社会全体が限られた社会空間,  生態系の中で運命を共有しているという認識に立脚したものでなければならない.  

(2)国際協力の変化

特に1990年代以降,  ODA等の国際協力は,  １）理念,  ２）アプローチ,  ３）担い手に関し変化を遂げ,  貧困,  環境破壊,  武力紛争に対し総合的に取り組むための基盤が徐々に整いつつある.  「理念」に関しては,  「開発」への取り組みに際して「環境」と「平和」の問題が視野に入りつつある.  「アプローチ」に関しては,  途上国社会の多様性と主体性を尊重しつつも,  ガバナンス,  制度・能力構築などの社会の内部構造に深く立ち入った協力を重視する傾向が強まっている.  「担い手」に関しては,  民間非営利団体や研究・教育機関などの果たす役割が益々重要となってきていることに加え,  組織,  共同体社会,  個人の間のゆるやかな連携,  ネットワークのようなものが形成されるようになってきている.  

　新しい国際社会に適合した国際協力のあり方が模索される過程で,  ODAは自らの規定の仕方を見直す必要が生じてきている.  ODAは,  途上国の開発問題について国際社会が介入する枠組みとして過去半世紀中心的な役割を果たした.  また,  環境や平和の問題,  ガバナンスの問題などを広く取り込み,  途上国の諸問題に対して総合的に取り組むための基盤整備に貢献してきた.  しかし,  「開発」という理念をその定義上主軸としたODAでは,  環境破壊と武力紛争そしてそれらがもたらす慢性的な貧困と人間の安全保障の危機的状況に対して的確な対策を講じることには限界がある.  これを超えるために,  図-4に示すとおり,  「開発,  環境,  平和」の三つの理念を総合的に追求する新しい国際協力パラダイムを構築することが急務である.  国際社会全体として,  三つの困難の併存状況に対する問題意識は,  特に前世紀末以降急速に深まってきている.  開発に際して環境や平和に配慮し,  環境に関して開発や平和との関係を論じ,  平和に関して開発や環境との繋がりを意識することは,  今後益々普遍化されていくことであろう.  国際社会は,  このような傾向を加速させ,  主権国家や企業,  市民団体などを含む種々のアクターが広範な活動を展開するに際して,  「開発,  環境,  平和」を別々の引き出しではなく,  「ひとつの引き出し」に入れて考え行動するための「枠組み」や「動機付けの仕組み」を作ることに対して,  より一層の精力を傾注すべきである.  

【図-4】三つの困難と脆弱なガバナンスに対処する国際協力
　しかし,  貧困,  環境破壊,  武力紛争が,  先進国にとって「彼岸の問題」である限り,  これらの問題の解決を目指した提言は「きれいごと」に終わってしまう.  貧困,  環境破壊,  武力紛争が特定の途上国地域において集中しているという現代社会の状況は,  これら三つの困難相互の関係についての認識を深めるための好材料を国際社会に対して提供した一方で,  先進国にとってこれらが「彼岸の問題である」という誤った認識を助長する危険も孕んでいる.  しかし,  現実には,  これらの三つの困難が輻輳している状態は,  世界の国々が日ごとにより密接に関わり合いを持ちつつある中で人類社会が全体として直面している問題として認識すべきものであり,  かつ今後の対応如何によっては明日の人類社会の随所において顕在化し得るものである.  国際社会の主要なアクターがこれらを「自らの問題」と捉え行動するための動機付けが行われない限り事態の根本的な解決はあり得ない.  「開発,  環境,  平和」の三つの理念を総合的に追求する新しい国際協力パラダイムを構築するという提言は,  単に途上国の問題に対してより一層包括的に取り組むということにとどまらず,  これらの問題の起源と相互の関係に立ち返って国際社会全体がこれらの問題に取り組むための枠組みを提供するものとして位置づけられるべきものである.  
(3)日本の役割についての示唆

このような新しい国際協力の枠組みを作り上げるために,  日本ができることは潜在的には大きいが,  他方,  開発,  環境,  平和のそれぞれに関する過去の成功体験がハンディキャップとなることもある.  日本は,  現在自らが享受している経済的な豊かさや公害克服の成功体験あるいは平和などが極めて恵まれた国際環境におけるものであることを再認識したうえで国際社会への貢献を考える必要がある.  その際,  既往のエスタブリッシュメントや社会の縦割り構造などがもたらす先入観に囚われることなく,  これまで異質とされていた事象相互の間のダイナミズムにも眼を開き,  それらを繋げ,  新しいものを創造していく,  という試みにどこまで挑むことができるか否か,  という点が重要な鍵を握る.  １）「日本人として自らの社会を変えようとする力」と,  ２）「地球市民として人類社会の弱き部分において「病」が集中し輻輳しているという状況の改善に取り組もうとする力」の二つの力が,  より大きな視野の中で相互にしっかりと結びついた時に,  新しい展開が生まれる.  国際協力についての新しい枠組みをひとつの触媒にして,  経済活動や政治権力が,  開発と貧困,  環境,  平和と武力紛争の問題を「此岸の問題」として「内部化」していくこと,  そして,  そのようなプロセスにおいて,  日本の社会や人々がより積極的な役割を果たしていくことを,  今後の懸案とし,  かつその可能性に大きな期待を込めたい.  
６．あとがき

　本稿は,  2001年2月に提出した修士論文を約10分の1に縮約したものである.  個別事例,  関連論説を踏まえた詳細な考察については同論文を参照願いたい.  同論文提出後,  7ヶ月後に米国同時多発テロがあった.  長い間忘れられていたアフガン情勢が突然,  最もホットなイシューとなり,  「貧困と紛争」に関する議論が随所で行われる様になった.  同年11月のノーベル賞百周年記念式典では,  歴代の受賞者105人が一通の書簡に署名した.  「温暖化,  軍縮という地球規模問題には世界が一致して取り組むべきであり,  自己の安全のみを追求する態度は捨てるべきだ
」という主張である.  本稿を脱稿した12月には,  アフガン復興に関するNGO東京会議が,  官民一体のネットワークにより主催された.  同月のアフリカ開発会議（TICAD）閣僚会合では,  平和とgovernanceが開発の基盤として最も重要であることが改めて確認された.  途上国と先進国の人々が同じ地球市民としての立場から,  危機意識と未来への希望を共有し,  更に研究者と各界の実務者がそれぞれの専門領域を超えて協働することを通じ,  国際社会の「病」に対しより一層効果的な方法で挑むようになることを,  筆者は祈念する.  

謝辞：筆者は,  本件構想段階から東京大学大学院新領域創成科学研究科の石弘之教授,  佐藤仁助教授から貴重な指導と示唆を受けた.  筆者が勤務するJICAにおける実務及び援助研究等への参画の経験,  あるいは国内外の同僚実務者との議論などからも,  多くの有益な知見・情報を得た.  しかし,  本稿における考察や主張に瑕疵があるとすれば,  それらはすべて筆者個人のものであり,  同大学研究科及びJICAとは無関係である.  
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� 石弘之（1988）pp2-4


� 黒塗り部分で示される「生態系の崩壊ベルト」は,石（1988）p3に基づく.  星形の点で示される「紛争経験国」は,1989-97年における主な紛争経験国である.  


� 元来は,開発途上地域の経済社会開発に貢献することを目的として,国際機関,国家,市民団体等により行われる活動を指す.  このうち特に,国家（政府）により行われる譲許性の高い支援を「政府開発援助」（ODA）という.  （外務省,1999）


� 国際法学上,武力を伴わない争いを「紛争」（dispute）と称し,武力を伴うものを「武力衝突」（armed conflict）とされることがある（国際法学会1995,pp692-693）が,本稿では,armed conflictという概念に含まれる争いの複雑さ（対立関係が明確でなく輻輳している場合が少なくないこと）及び国際政治学関係の文献において「武力紛争」という訳語が定着していることなどに鑑み,armed conflictの訳語に「武力紛争」を当てることとする.  


�　現在の犠牲者の9割は民間人であるともいわれている.  （ルペシンゲ,1998,p26）


� complex emergencyや,complex and prolonged emergencies とも呼ばれる.  


� Brandt（1997）p5.  


�世界で難民あるいは国内避難民とされる人々は世界で5000万人を超え（UNHCR,1998）,地球上の115〜120人にひとりが避難生活を強いられているが,そのほとんどは途上国の人々,特に女性と子供である（UNICEF,1996）.  


�貧しさの中における環境問題の困難さ,持続可能な開発,開発における環境問題の主流化,開発と紛争の関係,開発の基盤あるいは目的としての平和,人間の安全保障,武力紛争がもたらす環境破壊,環境的欠乏と武力紛争,環境安全保障,等々については修論（オリジナル）第２章から第４章までを参照.  本稿では紙幅の制限により割愛.  


� 国連やDAC資料で,「国・地域」のカテゴリーの中で「地域」として扱われているものを含め,１地域＝１国としてカウントする.  


� 本来であれば,地理的面積や人口などの要因を加味すべきであり,また,地域的紛争と貧困の関係を見るためには可能な限り分析単位を細分化すべきところであるが,そのレベルにおける信頼性のあるデータは存在せず,ここでは敢えて単純化して国単位で鳥瞰する.  


�比較の都合上,1999年の人間開発報告書における指標（1997年値）を用いる.  


� WRI,UNEP,UNDP,WB,(1998)pp129-134


� http://www.peace.uu.se/data.htm


� ここでは,小規模武力紛争（Small Armed Conflict.  戦闘行為に起因する死者が年間25人以上,ただし,全戦闘期間総計で1000人未満）まで含める.  


� HDI下位国の６割（35カ国中21カ国）が1989-97年において武力紛争を経験しているが,残る４割（14カ国）も,以下に例示するとおりである.  


　エリトリア：1998年のエティオピアとの武力紛争.  国連ミッションが軍事調停のために介在.  


　ギニア・ビサオ：1998年,内乱.  西アフリカ経済共同体軍事監視団受け入れ.  


　ネパール,ブータン：「ブータン化政策」に南部ネパール系住民が反発,10万人強の難民が発生.  


　中央アフリカ：給与未払いに対する兵士の抗議に発する内乱.  アフリカ諸国監視団及び国連PKO派遣


� LLDC（Least among Less Developed Countries）とも呼ばれているが,国連では,LDC（the Least Developed Countries）の呼称が一般化している.  


� Economic Diversification Index.  GDPに占める製造業の割合,工業・サービス部門での就業率,一人当たりの電力消費量及び特定商品の輸出に対する依存度を纏めて指標化したもの.  （外務省,1999,p161）


� Economic Vulnerability Index.  輸出集中,輸出財の不安定性,農業生産の不安定性,工業・サービス部門のシェアから合成.  


� UNCDP(2000) pp26-38, pp54-61


� 「構造的な脆弱性」とは,当該国の制御能力を超えた,予期しがたい事象によって負の影響を受ける危険性を意味する.  貧しい国においては,外的な要因や構造的な要因の及ぼす影響が極めて強いという認識,あるいは自らの力でリスクを回避することのできる範囲が非常に限定されているという認識がその基底にある.  


�　気象変動や自然災害がもたらす危険などを指標化することは容易ではないので,とりあえず農業生産の不安定性に関するデータが採用された.  


� UNDP(2000) pp292-295.  ただし,元となるデータは,OFDA等に基づく.  


� 世銀アトラスの手法により算出した一人当たりのGDP（1997年）が,785ドル以下の国.  


� 国別人口については,世界銀行（1999）pp16-18.  


�「在来燃料」は,薪,炭,サトウキビの残りかす,動物の排泄物,植物残滓の推計消費量を指す.  


� UNDP(2000) pp268-271


� 修論（オリジナル）第６章参照


� 本稿では,「民主主義」の概念について詳細な議論に立ち入らないが,民主主義が確立している社会の主な特徴として,１）多数決原理が確立していること,２）政治的市民的自由が保障されていること（投票の自由,選挙結果の尊重,付与された法的権利の尊重,自由な議論と報道,公正な批評の検閲無き公表の保証等を含む.  ）の２点を念頭に置く.  


� セン（1999）pp270-271


�ベナン,マラウィ,マリであるが,マラウィは,1999/2000年の指標で「部分的に自由」に変更.  


� Transparency International & Gottingen University(Lambsdorff)(2000) pp6-7


� ブルース・ラセット,1996,pp234-244


� Mansfield & Snyder, 1995 


� UNCDP(2000) p54


� Homer-Dixon(1999) pp16-18, p81, p85


� 個別事例の考察は,修論オリジナル（主に第６章）参照,本稿では紙幅の制限により割愛.  


� 峯(1999)p221


� UNDP(1994, p34)によれば,1990/91年において軍事支出が社会支出に占める割合は,アンゴラが208％,ソマリアが200％,エティオピアが190％となっている.  


� それぞれに対する取り組みについては,修論オリジナル第８章参照.  


� 「シナジー効果」（synergy effect又はsynergism）とは,単独ではなし得たことの総和よりもそれらが共働してなし得たことの方が大きい成果を生むことを指す.  神学では「人間の意思と神意との共働による霊的再生」を,生理学・薬学では「複数の器官又は医薬の協力作用」を意味し,又,社会学にでは「無意識の共働」を意味することもある.  （南山堂,1998,「医学大辞典」,Webster’s Third New International Dictionary,1993）


� 「予防が成功した」ことを実際に評価することは難しい.  「平和アセスメント」では,この点が大きな課題となっている.  


� 読売新聞2001年12月12日衛星版
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